
- 1 - 

 

平成２２年１２月 ８日 

各     位 

会 社 名 日 本 テ レ ホ ン 株 式 会 社

代表者名 代表取締役社長 高 山  守 男

 (JASDAQ・コード番号：９４２５)

問合せ先 執行役員  管 理 本 部 長

兼 経営企画部長

   茶 谷 喜 晴

電話番号 ０６－６８８１－６６１１ 

 

 

平成２３年４月期第２四半期累計期間の業績予想との差異 

お よ び 通 期 業 績 予 想 の 修 正 に 関 す る お 知 ら せ 

 

 

当社は、平成 23 年４月期第２四半期累計期間(平成 22 年 5 月 1 日～平成 22 年 10 月 31 日)において、      

平成 22 年 6月 14 日付け「平成 22年４月期 決算短信（非連結）」にて公表しました第２四半期累計期間の

業績予想について、下記のとおり差異が生じる見込みとなりました。 

それに伴い通期（平成 22年 5月 1日～平成 23年 4月 30 日）の業績予想を修正することといたしました

のでお知らせ申し上げます。 

 

記 

 

１．第２四半期累計期間(平成 22 年５月１日～平成 22 年 10 月 31 日)の業績予想との差異 

 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ） 百万円 百万円 百万円 百万円

（平成 22年６月 14 日） 3,433   △0   △3    △12   

今回修正（Ｂ） 3,129   △98   △99    △146   

増減額（Ｂ－Ａ） △304   △97   △96    △133   

増減率（％） △8.9   －   －    －   

 

 

２．第２四半期累計期間の業績予想数値の差異理由 

 

当第２四半期累計期間における業績予想の差異理由につきましては、主力事業である移動体通信関

連事業において、スマートフォンやデータ通信カード等に代表されるモバイル・ブロードバンド端末

機器の販売は、各通信事業者による新機種の相次ぐ導入発表等により、消費者の購買意欲は喚起され

たものの、これら端末機器の供給は、当社の情報通信ショップにおける消費者の需要に満たない極端

な品薄状態でありました。また、比較的供給の安定した従来タイプの端末機器の販売では、機能面や

デザイン面で目新しさが無く、今秋以降に発売が予定されるスマートフォンを含めた秋冬モデル等へ

の期待感から既存モデルに対する消費者の買い控えが顕著に現れた結果、売上高 2,953 百万円、販売

台数 44.0 千台となる見込であります。 
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固定通信関連事業におきましては、主力商品である「ＡＤＳＬ付き電話加入権」のセット販売が、

光ファイバーサービス網の社会への普及と共に減少し、同事業での加入取次ぎ等においても低調に推

移したことにより、売上高は 31百万円、販売回線数 1.9 千回線となる見込みであります。 

一方、その他の事業の内、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとするリユース事業におきま

しては、リユース営業部門における人員増員を始めとした体制の強化と共に、移動体通信端末機器の

高騰や、環境・資源リサイクルを始めとした「エコロジー」機運の高まりを背景に同事業は比較的順

調に進展したことから、リユースその他事業での売上高は 143 百万円、販売台数では 10.3 千台となる

見込であります 

この結果、売上高につきましては、当初予想 3,433 百万円に対し、主力である移動体通信関連事業

の低迷等により、3,129 百万円と当初の予想を 304 百万円、8.9％下回る見込みであります。 

また、営業損益および経常損益につきましては、不採算の首都圏２店舗および関西圏１店舗の合計

３店舗の情報通信ショップを閉店し、コストの削減に努めつつ、中古携帯電話機「エコたん」の取扱

いに注力してまいりましたが、引き続き低迷を続ける移動体通信関連事業での売上高減少を補うこと

ができずそれぞれ営業損失 98 百万円、経常損失 99百万円となる見込みであります。 

なお、四半期純損益におきましては、前事業年度末に店舗の閉鎖を前提とした原状回復に係る費用

および同店舗の賃借契約期間内の未経過地代家賃を特別損失として計上しておりましたが、原状回復

費用の低減と、早期に新しい借主が決定したことに伴う未経過地代家賃の戻り入れにより、特別利益  

4 百万円を計上したものの、「資産除去債務に関する会計基準」の適用初年度にかかる資産除去債務費

用 17 百万円および店舗改装等に伴う什器備品等の不要固定資産の除却損や店舗閉鎖に伴う賃貸契約

解約損 11百万円、並びに減損損失 15百万円の合計 44百万円を特別損失に計上したことにより、税金

費用等を差し引いた四半期純損失は 146 百万円となる見込みであります。 

 

 

４．通期 (平成 22 年５月１日～平成 23 年４月 30 日)の業績予想の修正 

 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ） 百万円 百万円 百万円 百万円

（平成 20年６月 14 日） 7,162   87   81    69   

今回修正（Ｂ） 6,614   12   1    △56   

増減額（Ｂ－Ａ） △548   △75   △79    △126   

増減率（％） △7.7   －   －    －   

 

 

５．通期業績予想数値の修正理由 

 

通期の業績予想につきましては、主力事業である移動体通信関連事業において、今秋以降、各移

動体通信事業者が発売を予定しておりますスマートフォン等、モバイル・ブロードバンド端末機器

の秋冬モデルの安定した商品供給を前提に、需要の回復が僅かに予測されるものの、従来タイプの

端末機器の販売を中心とした市場は、依然として厳しい状況が続くものと予測されます。 

当社といたしましては、このような市場環境を鑑み、主力である移動体通信関連事業において、

技術の進化と共に変貌を遂げつつあるスマートフォンやデータ通信カード等、新たなモバイル・ブ

ロードバンド市場への取組みを強化すると共に、今後の事業の中核を成す中古携帯電話機「エコた

ん」の取扱いを始めとしたリユース事業において、フランチャイズ加盟店の募集を更に強化しつつ、

引き続き大手家電量販店やリユース専門企業との協業を展開し、販路および供給元の拡大と整備に

努めてまいります。 
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また、平成 22 年 11 月５日には、各種通信サービスの加入取次や移動体通信ショップ等の運営等

を主な事業内容とする株式会社 光通信（東証第一部・コード：9435）との間において、資本・業務

提携、並びに第三者割当増資の引受けに関する基本契約を締結し、当社が先駆的な役割を担ってお

ります中古携帯電話機「エコたん」等のリユース事業分野を始め、強力な営業力を有する同社、並

びに同社グループの協力を得ることにより、業績の回復を図ってまいりますが、通期の業績の見通

しにつきましては、売上高において、移動体通信関連事業 6.094 百万円、（販売台数 89.8 千台）、固

定通信関連事業 64百万円、（販売回線数 3.5 千回線）、リユースその他事業 455 百万円、（34.3 千台）

と前回予想値 7,162 百万円に対し 548 百万円（7.7％）の減少に修正するものであります。 

また、営業利益、経常利益および当期純利益につきましては、販売スタッフへの教育研修等を含

めた販売体制を強化しつつ、業務の効率化と更なるコストの低減を実施し、収益体質の改善と強化

を行なってまいりますが、営業利益は 12 百万円と前回予想より 75 百万円減少し、経常利益は      

1 百万円と前回予想比 79 百万円の減少、当期純利益は △56 百万円と前回予想比 126 百万円の減

少に修正をいたします。 

 

 

６．ご参考：前期 (平成 21 年５月１日～平成 22 年４月 30 日) 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円

第２四半期 3,452   △56   △54    △59   

通    期 6,949   △89   △86    △108   

 

※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づいて算出したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 

 

 

以 上 


